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改正案 現行 

 

別紙 社会福祉連携推進法人会計基準の運用上の取扱い 

 

１～４ （略） 

 

５ リース取引に関する会計（会計基準省令第6条第１項関係） 

（１） リース取引に係る会計処理は、原則として以下のとおりとする。 

ア リース取引とは、特定の物件の所有者である貸手が、その物件の借手

に対し、リース期間にわたりこれを使用収益する権利を与え、借手は、

リース料を貸手に支払う取引をいう。 

イ 「ファイナンス・リース取引」とは、リース契約に基づくリース期間

の中途において当該契約を解除することができないリース取引又はこれ

に準ずるリース取引で、借手が、当該契約に基づき使用する物件（以下

「リース物件」という。）からもたらされる経済的利益を実質的に享受

することができ、かつ、当該リース物件の使用に伴って生じるコストを

実質的に負担することとなるリース取引をいう。このうち、リース契約

上の諸条件に照らしてリース物件の所有権が借手に移転すると認められ

るものを所有権移転ファイナンス・リース取引といい、それ以外のもの

を所有権移転外ファイナンス・リース取引という。 

また、「オペレーティング・リース取引」とは、ファイナンス・リー

ス取引以外のリース取引をいう。 

 ウ （略） 

エ ファイナンス・リース取引のリース資産については、原則として、有

形固定資産、無形固定資産ごとに、一括してリース資産として表示す

る。ただし、有形固定資産又は無形固定資産に属する各科目に含めるこ

ともできるものとする。 

 

別紙 社会福祉連携推進法人会計基準の運用上の取扱い 

 

１～４ （略） 

 

５ リース取引に関する会計（会計基準省令第6条第１項関係） 

（１）リース取引に係る会計処理は、原則として以下のとおりとする。 

（新設） 

 

 

ア 「ファイナンス・リース取引」とは、リース契約に基づくリース期間

の中途において当該契約を解除することができないリース取引又はこれ

に準ずるリース取引で、借手が、当該契約に基づき使用する物件（以下

「リース物件」という。）からもたらされる経済的利益を実質的に享受

することができ、かつ、当該リース物件の使用に伴って生じるコストを

実質的に負担することとなるリース取引をいう。 

また、「オペレーティング・リース取引」とは、ファイナンス・リー

ス取引以外のリース取引をいう。 

 

 

 

イ （略） 

ウ ファイナンス・リース取引のリース資産については、原則として、有

形固定資産、無形固定資産ごとに、一括してリース資産として表示す

る。ただし、有形固定資産又は無形固定資産に属する各科目に含めるこ

ともできるものとする。 
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改正案 現行 

   また、ファイナンス・リース取引のリース債務については、貸借対照

表日後１年以内に支払の期限が到来するものは流動負債に属するものと

し、貸借対照表日後１年を超えて支払の期限が到来するものは固定負債

に属するものとする。 

オ、カ （略）  

キ  所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却

費は、自己保有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法により

算定する。所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の

減価償却費は、原則として、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼ

ロとして算定する。 

 

６ 国庫補助金等特別積立金の取崩しについて（会計基準省令第８条第３項、

第 18 条第１項及び第４項関係） 

国庫補助金等特別積立金は、施設及び設備の整備のために国又は地方公共

団体等から受領した国庫補助金等に基づいて積み立てられたものであり、当

該国庫補助金等の目的は、社会福祉連携推進法人の資産取得のための負担を

軽減し、社会福祉連携推進法人が経営する施設等のサービス提供者のコスト

負担を軽減することを通して、利用者の負担を軽減することである。 

したがって、国庫補助金等特別積立金は、毎会計年度、国庫補助金等によ

り取得した資産の減価償却費等により事業費用として費用配分される額の国

庫補助金等の当該資産の取得原価に対する割合に相当する額を取り崩し、損

益計算書のサービス活動費用に控除項目として計上するものとする。 

また、国庫補助金等特別積立金の積立ての対象となった資産が廃棄され又

は売却された場合には、当該資産に相当する国庫補助金等特別積立金の額を

取崩し、損益計算書の特別費用に控除項目として計上するものとする。 

なお、この場合において、損益計算書のサービス活動費用又は特別費用の

控除項目として計上した額は、純資産増減の部において同額を国庫補助金等

特別積立金残高の減少として計上するものとする。 

 

７  国庫補助金等特別積立金への積立てについて（会計基準省令第８条第３

 

 

 

 

エ、オ （略）  

（新設） 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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項、第18条第４項関係） 

会計基準省令第８条第３項に規定する国庫補助金等特別積立金として以下

のものを計上する。 

（１） 施設及び設備の整備のために国及び地方公共団体等から受領した補

助金、助成金及び交付金等を計上するものとする。 

（２） 設備資金借入金の返済時期に合わせて執行される補助金等のうち、

施設整備時又は設備整備時においてその受領金額が確実に見込まれて

おり、実質的に施設整備事業又は設備整備事業に対する補助金等に相

当するものは国庫補助金等特別積立金に計上するものとする。 

また、会計基準省令第８条第３項に規定する国庫補助金等特別積立

金の積立ては、同項に規定する国庫補助金等の収益額を損益計算書の

特別収益に計上した後、その収益に相当する額を国庫補助金等特別積

立金積立額として特別費用に計上して行う。 

なお、この場合において、損益計算書の特別費用に計上した額は、

純資産増減の部において同額を国庫補助金等特別積立金残高の増加と

して計上するものとする。 

 

８～13 （略） 

 

14 積立金と積立資産の関係について（会計基準省令第8条第4項関係） 

損益計算書の当期末繰越活動増減差額にその他の積立金取崩額（基金の返

還に伴い代替基金に計上する額を除く。）を加算した額に余剰が生じた場合

には、その範囲内で将来の特定の目的のために積立金を積み立てることがで

きるものとする。積立金を計上する際は、積立ての目的を示す名称を付し、

同額の積立資産を積み立てるものとする。 

また、積立金に対応する積立資産を取崩す場合には、当該積立金を同額取

崩すものとする。 

 

15～17 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６～11 （略） 

 

12 積立金と積立資産の関係について（会計基準省令第8条第3項関係） 

損益計算書の当期末繰越活動増減差額に積立金取崩額（基金の返還に伴い

代替基金に計上する額を除く。）を加算した額に余剰が生じた場合には、そ

の範囲内で将来の特定の目的のために積立金を積み立てることができるもの

とする。積立金を計上する際は、同額の積立資産を積み立てるものとする。 

また、積立金に対応する積立資産を取崩す場合には、当該積立金を同額取

崩すものとする。 

 

 

13～15 （略） 
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改正案 現行 

18 社会福祉連携推進目的取得財産残額について（会計基準省令第20条第1項

第8号関係） 

社会福祉連携推進目的取得財産残額の額は、会計基準省令第10条第２号に

規定する損益計算書内訳表における社会福祉連携推進業務会計の当期末純資

産残高とする。 

 

19 関連当事者との取引の内容について（会計基準省令第20条第1項第10号及

び第2項関係） 

（１）、（２） (略)  

 

20 重要な後発事象について（会計基準省令第20条第１項第12号関係） 

（略） 

 

21  社員との取引について（会計基準省令第20条第１項第13号関係） 

当該社会福祉連携推進法人が社員と行う取引の内容について、サービス活

動収益、サービス活動費用、サービス活動外収益、サービス活動外費用、特

別収益、特別費用、金銭債権及び金銭債務の額を会計基準省令第20条1項第

13号の事項として社員ごとに注記しなければならない。 

なお、注記する事項について、主要な勘定科目別の額を記載することがで

きる。 

 

22 その他社会福祉連携推進法人の資産、負債及び純資産の状態並びに純資産

の増減の状況を明らかにするために必要な事項について（会計基準省令第20

条第１項第15号関係） 

会計基準省令第20条第１項15号に規定する「その他社会福祉連携推進法人

の資産、負債及び純資産の状態並びに純資産の増減の状況を明らかにするた

めに必要な事項」とは、計算書類に記載すべきものとして会計基準省令に定

められたもののほかに、社会福祉連携推進法人の利害関係者が、当該法人の

状況を適正に判断するために必要な事項である。 

このような事項は、個々の社会福祉連携推進法人の経営内容、周囲の環境

16 社会福祉連携推進目的取得財産残額について（会計基準省令第20条第1項

第7号関係） 

社会福祉連携推進目的取得財産残額の額は、会計基準省令第10条第２号に

規定する損益計算書内訳表における社会福祉連携推進業務会計の当期末純資

産残高とする。 

 

17 関連当事者との取引の内容について（会計基準省令第20条第1項第9号及び

第2項関係） 

（１）、（２） （略） 

 

18 重要な後発事象について（会計基準省令第20条第１項第11号関係） 

（略） 

 

19  社員との取引について（会計基準省令第20条第１項第12号関係） 

当該社会福祉連携推進法人が社員と行う取引の内容について、サービス活

動収益、サービス活動費用、サービス活動外収益、サービス活動外費用、特

別収益、特別費用、金銭債権及び金銭債務の額を会計基準省令第20条1項第

12号の事項として社員ごとに注記しなければならない。 

なお、注記する事項について、主要な勘定科目別の額を記載することがで

きる。 

 

20 その他社会福祉連携推進法人の資産、負債及び純資産の状態並びに純資産

の増減の状況を明らかにするために必要な事項について（会計基準省令第20

条第１項第14号関係） 

会計基準省令第20条第１項14号に規定する「その他社会福祉連携推進法人

の資産、負債及び純資産の状態並びに純資産の増減の状況を明らかにするた

めに必要な事項」とは、計算書類に記載すべきものとして会計基準省令に定

められたもののほかに、社会福祉連携推進法人の利害関係者が、当該法人の

状況を適正に判断するために必要な事項である。 

このような事項は、個々の社会福祉連携推進法人の経営内容、周囲の環境

社会福祉連携推進法人会計基準の運用上の取扱い（局長通知）について－新旧対照表－ 

（令和３年 11 月 12 日厚生労働省社会・援護局長） 
（下線部分は改正部分） 
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等によって様々であるが、その例としては、次のようなものがある。 

（１）～（４） （略） 

 

23 （略） 

 

24 附属明細書について（会計基準省令第 21 条関係） 

会計基準省令第 21 条に規定する附属明細書は以下のものをいう。ただし、

資金収支明細書を除き、該当する事由がない場合は作成を省略できるものと

する。 

（１）～（４） （略） 

（５） （別紙２⑤）寄附金収益明細書 

（６） （別紙２⑥）補助金事業等収益明細書 

（７） （別紙２⑦）国庫補助金等特別積立金明細書 

（８） （別紙２⑧）積立金・積立資産明細書 

（８） （別紙２⑨）就労支援事業別事業活動明細書 

（９） （別紙２⑨－２）就労支援事業別事業活動明細書（多機能型事業所等

用） 

（10） （別紙２⑩）就労支援事業製造原価明細書 

（11） （別紙２⑩－２）就労支援事業製造原価明細書（多機能型事業所等

用） 

（12） （別紙２⑪）就労支援事業販管費明細書 

（13） （別紙２⑪－２）就労支援事業販管費明細書（多機能型事業所等用） 

（14） （別紙２⑫）就労支援事業明細書 

（15） （別紙２⑫－２）就労支援事業明細書（多機能型事業所等用） 

（16） （別紙⑬）授産事業費用明細書 

 

25～28 （略） 

 

29 資金収支明細書の構成について（会計基準省令第 21 条関係） 

   事業活動による収支には、経常的な事業活動による収入（受取利息配当金

等によって様々であるが、その例としては、次のようなものがある。 

（１）～（４） （略） 

 

21 （略） 

 

22 附属明細書について（会計基準省令第 21 条関係） 

会計基準省令第 21 条に規定する附属明細書は以下のものをいう。ただし、

資金収支明細書を除き、該当する事由がない場合は作成を省略できるものと

する。 

（１）～（４） （略） 

 （５）～（16） （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

23～26 （略） 

 

27 資金収支明細書の構成について（会計基準省令第 21 条関係） 

   事業活動による収支には、経常的な事業活動による収入（受取利息配当金

社会福祉連携推進法人会計基準の運用上の取扱い（局長通知）について－新旧対照表－ 

（令和３年 11 月 12 日厚生労働省社会・援護局長） 
（下線部分は改正部分） 
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収入を含む。）及び支出（支払利息支出を含む。）を記載し、収入から支出を

控除した額を事業活動資金収支差額として記載するものとする。 

設備整備等による収支には、固定資産の取得に係る支出及び売却に係る収

入、施設整備等補助金収入、施設整備等寄附金収入、設備資金借入金収入、

設備資金借入金元金償還支出その他設備整備等に係る収入及び支出を記載

し、収入から支出を控除した額を設備整備等資金収支差額として記載するも

のとする。 

その他の活動による収支には、事業活動による収支及び設備整備等による

収支に属さない収入及び支出を記載し、収入から支出を控除した額をその他

の活動資金収支差額として記載するものとする。 

資金収支明細書には、事業活動資金収支差額、設備整備等資金収支差額及

びその他の活動資金収支差額を合計した額を当期資金収支差額合計として

記載し、これに前期末支払資金残高を加算した額を当期末支払資金残高とし

て記載するものとする。 

資金収支明細書には、当該会計年度の決算の額を予算の額と対比して記載

するものとする。この場合において、決算の額と予算の額とに著しい差異が

ある勘定科目については、その理由を備考欄に記載するものとする。 

 

30 就労支援事業に関する明細書の取扱いについて（会計基準省令第21条関

係） 

 就労支援事業に関する明細書の取扱いは以下のとおりとする。 

  （１）対象範囲 

就労支援事業の範囲は以下のとおりとする。 

     ア 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

第５条第13項に規定する就労移行支援 

     イ 同法施行規則第６条の10第１号に規定する就労継続支援Ａ型 

     ウ 同法施行規則第６条の10第２号に規定する就労継続支援Ｂ型 

また、同法第５条第７項に基づく生活介護等において、生産活動

を実施する場合については、就労支援事業に関する明細書を作成

できるものとする。 

収入を含む。）及び支出（支払利息支出を含む。）を記載し、収入から支出を

控除した額を事業活動資金収支差額として記載するものとする。 

設備整備等による収支には、固定資産の取得に係る支出及び売却に係る収

入、設備整備等寄附金収入、設備資金借入金収入、設備資金借入金元金償還

支出その他設備整備等に係る収入及び支出を記載し、収入から支出を控除し

た額を設備整備等資金収支差額として記載するものとする。 

   その他の活動による収支には、事業活動による収支及び設備整備等による

収支に属さない収入及び支出を記載し、収入から支出を控除した額をその他

の活動資金収支差額として記載するものとする。 

資金収支明細書には、事業活動資金収支差額、設備整備等資金収支差額及

びその他の活動資金収支差額を合計した額を当期資金収支差額合計として

記載し、これに前期末支払資金残高を加算した額を当期末支払資金残高とし

て記載するものとする。 

資金収支明細書には、当該会計年度の決算の額を予算の額と対比して記載

するものとする。この場合において、決算の額と予算の額とに著しい差異が

ある勘定科目については、その理由を備考欄に記載するものとする。 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉連携推進法人会計基準の運用上の取扱い（局長通知）について－新旧対照表－ 

（令和３年 11 月 12 日厚生労働省社会・援護局長） 
（下線部分は改正部分） 
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改正案 現行 

  （２）就労支援事業別事業活動明細書（別紙２（⑨）又は別紙２（⑨－

2））について 

就労支援事業別事業活動明細書上の「就労支援事業販売原価」の計算

については、以下のとおりである。 

     ア 就労支援事業所で製造した製品を販売する場合 

    （就労支援事業販売原価） 

＝（期首製品（商品）棚卸高）+（当期就労支援事業製造原価）－  

    （期末製品（商品）棚卸高） 

    イ 就労支援事業所以外で製造した商品を仕入れて販売する場合 

    （就労支援事業販売原価） 

＝（期首製品（商品）棚卸高）＋（当期就労支援事業仕入高）－（期

末製品（商品）棚卸高） 

（３）就労支援事業製造原価明細書及び就労支援事業販管費明細書（別紙２

（⑩）から別紙２（⑪－2））について 

就労支援事業別事業活動明細書の「当期就労支援事業製造原価」及び

「就労支援事業販管費」に関して、「就労支援事業製造原価明細書」（別紙２

（⑩）又は別紙２（⑩－2））、「就労支援事業販管費明細書」（別紙２（⑪）

又は別紙２（⑪－2））を作成するものとするが、その取扱いは以下のとおり

である。 

    ア 「製造業務に携わる利用者の賃金及び工賃」については、就労支援

事業製造原価明細書に計上される。 

また、製造業務に携わる就労支援事業に従事する職業指導員等（以

下「就労支援事業指導員等」という。）の給与及び退職給付費用につ

いては、就労支援事業製造原価明細書に計上することができる。 

イ 「販売業務に携わる利用者の賃金及び工賃」及び「製品の販売のた

めに支出された費用」については、就労支援事業販管費明細書に計上

される。 

また、販売業務に携わる就労支援事業指導員等の給与及び退職給付

費用については、就労支援事業販管費明細書に計上することができ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉連携推進法人会計基準の運用上の取扱い（局長通知）について－新旧対照表－ 

（令和３年 11 月 12 日厚生労働省社会・援護局長） 
（下線部分は改正部分） 
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改正案 現行 

ウ 「就労支援事業製造原価明細書」及び「就労支援事業販管費明細

書」について、多種少額の生産活動を行う等の理由により、作業種別

ごとに区分することが困難な場合は、作業種別ごとの区分を省略する

ことができる。 

なお、この場合において、別紙２（⑨）又は別紙２（⑨－2）の

「就労支援事業別事業活動明細書」を作成の際には、作業種別毎の区分

は不要とする。 

（４）就労支援事業明細書（別紙２（⑫）又は別紙２（⑫－2））について 

サービス区分ごとに定める就労支援事業について、各就労支援事業の

年間売上高が 5,000 万円以下であって、多種少額の生産活動を行う等

の理由により、製造業務と販売業務に係る費用を区分することが困難な

場合は、「就労支援事業製造原価明細書（別紙２（⑩）又は別紙２（⑩

－2））」及び「就労支援事業販管費明細書（別紙２（⑪）又は別紙２

（⑪－2）」の作成に替えて、「就労支援事業明細書（別紙２（⑫）又は

別紙２（⑫－2）」を作成すれば足りることとする。 

    この「就労支援事業明細書」上の「材料費」の計算については、(材料

費）＝（期首材料棚卸高）＋（当期材料仕入高）－（期末材料棚卸高） 

とする。 

なお、この場合において、資金収支明細書上は「就労支援事業販管費

支出」を削除して作成するものとし、損益計算書上は「就労支援事業販

管費」を削除して作成するものとする。また、別紙２（⑨）又は別紙２

（⑨－2）の「就労支援事業別事業活動明細書」を作成の際には、同明

細書上の「当期就労支援事業製造原価」を「就労支援事業費」と読み替

え、「就労支援事業販管費」を削除して作成するものとする。 

また、作業種別ごとに区分することが困難な場合は、作業種別ごとの

区分を省略することもできる。 

 

31 授産事業に関する明細書の取扱いについて（会計基準省令第21条関係） 

授産施設で行う授産事業に関する明細書の取扱いは以下のとおりとする。 

（ア）対象範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

社会福祉連携推進法人会計基準の運用上の取扱い（局長通知）について－新旧対照表－ 

（令和３年 11 月 12 日厚生労働省社会・援護局長） 
（下線部分は改正部分） 
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改正案 現行 

授産事業の範囲は以下のとおりとする。 

①生活保護法（昭和25年法律第144号）第38条第5項に規定する授産施設 

②社会福祉法（昭和26年法律第45号）第2条第2項第7号に規定する授産 

施設 

（イ）授産事業費用明細書について 

    授産事業における費用の状況把握を適正に行うため、各法人において

は｢授産事業費用明細書｣（別紙２（⑬））を作成し、授産事業に関する管

理を適切に行うものとする。 

 

32 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

28 （略） 

 

社会福祉連携推進法人会計基準の運用上の取扱い（局長通知）について－新旧対照表－ 

（令和３年 11 月 12 日厚生労働省社会・援護局長） 
（下線部分は改正部分） 
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改正案 現行 

  

 

 

別紙１

（１～４）　（略）

５．固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
　　○○施設を○○へ譲渡したことに伴い、国庫補助金等特別積立金＊＊＊円を取り崩した。

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　　債権額、貸倒引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

（単位：円）

合　計

８．法第百四十六条第二項に規定する社会福祉連携推進目的取得財産残額

・・・・・・・・

７．債権額、貸倒引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額 貸倒引当金の当期末残高 債権の当期末残高

・・・・・

合計

建物

構築物

６．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

計算書類に対する注記
別紙１

（１～４）　（略）

（新設）

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　　債権額、貸倒引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

（単位：円）

合　計

７．法第百四十六条第二項に規定する社会福祉連携推進目的取得財産残額

・・・・・・・・

６．債権額、貸倒引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額 貸倒引当金の当期末残高 債権の当期末残高

・・・・・

合計

建物

構築物

５．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

計算書類に対する注記

社会福祉連携推進法人会計基準の運用上の取扱い（局長通知）について－新旧対照表－ 

（令和３年 11 月 12 日厚生労働省社会・援護局長） 
（下線部分は改正部分） 
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改正案 現行 

  

　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。

（単位：円）

取引条件及び取引条件の決定方針等

（単位：円）
科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

基金計

代替基金計

15．その他社会福祉連携推進法人の資産、負債及び純資産の状態及び純資産の増減の状況を明らかにするために必要な
事項

・・・・・・・・

基金

○○基金

・・・・・

代替基金

○○基金

・・・・・

・・・・・・・・

13．社員との取引の内容

14．基金及び代替基金の内容

10．関連当事者との取引の内容

関連当事者との取引の内容は次のとおりである。

・・・・・・・・

11．重要な偶発債務

・・・・・・・・

12．重要な後発事象

期限前償還条件付社債

合　計

第△回利付国債

第☆回★★社

９．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

第○回利付国債

（単位：円）

役員の
兼務等

事業上の
関係

取引の
内容

取引金額 科目 期末残高関係内容種類 法人等の
名称

住所 資産総額 事業の
内容

又は職業

議決権の
所有割合

（単位：円）

○○
○○

○○
○○

○○
○○

○○
○○

法人名

社会福祉法人甲

社会福祉法人乙

・・・・・

受取会費収益　○○
社会福祉連携推進業務収益　○○

その他業務収益　○○

受取会費収益　○○
社会福祉連携推進業務収益　○○

その他業務収益　○○
受取利息収益　○○

サービス活動収益 サービス活動費用 金銭債務特別収益 特別費用

○○
○○

○○
○○

事務費　○○
支払利息　○○

その他未払金　○○
短期借入金　○○
長期借入金　○○

事務費　○○
その他未払金　○○

サービス活動外収益 サービス活動外費用

○○
○○

○○
○○

金銭債権

事業未収金　○○
短期貸付金　○○
長期貸付金　○○

事業未収金　○○

　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。

（単位：円）

取引条件及び取引条件の決定方針等

（単位：円）
科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

基金計

代替基金計

14．その他社会福祉連携推進法人の資産、負債及び純資産の状態及び純資産の増減の状況を明らかにするために必要な
事項

・・・・・・・・

基金

○○基金

・・・・・

代替基金

○○基金

・・・・・

・・・・・・・・

12．社員との取引の内容

13．基金及び代替基金の内容

９．関連当事者との取引の内容

関連当事者との取引の内容は次のとおりである。

・・・・・・・・

10．重要な偶発債務

・・・・・・・・

11．重要な後発事象

期限前償還条件付社債

合　計

第△回利付国債

第☆回★★社

８．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

第○回利付国債

（単位：円）

役員の
兼務等

事業上の
関係

取引の
内容

取引金額 科目 期末残高関係内容種類 法人等の
名称

住所 資産総額 事業の
内容

又は職業

議決権の
所有割合

（単位：円）

○○
○○

○○
○○

○○
○○

○○
○○

法人名

社会福祉法人甲

社会福祉法人乙

・・・・・

受取会費収益　○○

社会福祉連携推進業務収益　○○
その他業務収益　○○

受取会費収益　○○
社会福祉連携推進業務収益　○○

その他業務収益　○○

受取利息収益　○○

サービス活動収益 サービス活動費用 金銭債務特別収益 特別費用

○○
○○

○○
○○

事務費　○○
支払利息　○○

その他未払金　○○
短期借入金　○○
長期借入金　○○

事務費　○○
その他未払金　○○

サービス活動外収益 サービス活動外費用

○○
○○

○○
○○

金銭債権

事業未収金　○○
短期貸付金　○○
長期貸付金　○○

事業未収金　○○

社会福祉連携推進法人会計基準の運用上の取扱い（局長通知）について－新旧対照表－ 

（令和３年 11 月 12 日厚生労働省社会・援護局長） 
（下線部分は改正部分） 
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改正案 現行 

 

 

 

 

 

別紙２② （略） 

 

 

 

 

 

 

別紙２② （略） 

別紙２①

社会福祉連携推進法人名

（単位：円）

摘要

うち国庫補

助金等の額

うち国庫補

助金等の額

うち国庫補

助金等の額

うち国庫補

助金等の額

うち国庫補

助金等の額

うち国庫補

助金等の額

うち国庫補

助金等の額

有形固定資産

有形固定資産計

無形固定資産

無形固定資産計

その他の資産

その他の資産計

固定資産計

将来入金予定の償還補助金の額

差　　　　　引

２.「当期増加額」には減価償却控除前の増加額、「当期減少額」には当期減価償却額を控除した減少額を記載する。

固定資産明細書

（自）令和　年　月　日　（至）令和　年　月　日

資産の種類及び名称

期首帳簿価額(A) 当期増加額(B) 当期減価償却額(C) 当期減少額(D)
期末帳簿価額

(E=A+B-C-D)
減価償却累計額(F)

期末取得原価

(G=E+F)

(注）１　「うち国庫補助金等の額」については、設備資金元金償還補助金がある場合には、償還補助総額を記載した上で、国庫補助金取崩計算を行うものとする。

　ただし、「将来入金予定の償還補助金の額」欄では、「期首帳簿価額」の「うち国庫補助金等の額」はマイナス表示し、実際に補助金を受けた場合に「当期増加額」の「うち国庫補助金等の額」
　をプラス表示することにより、「差引」欄の「期末帳簿価額」の「うち国庫補助金等の額」が貸借対照表上の国庫補助金等特別積立金残高と一致することが確認できる。

別紙２①

社会福祉連携推進法人名

（単位：円）

資産の種類及び名称 期首帳簿価額(A) 当期増加額(B) 当期減価償却額(C) 当期減少額(D)
期末帳簿価額

(E=A+B-C-D)
減価償却累計額(F)

期末取得原価

(G=E+F)
摘要

有形固定資産

有形固定資産計

無形固定資産

無形固定資産計

その他の資産

その他の資産計

固定資産計

(注）１.「当期増加額」には減価償却控除前の増加額、「当期減少額」には当期減価償却額を控除した減少額を記載する。

固定資産明細書

（自）令和　年　月　日　（至）令和　年　月　日

社会福祉連携推進法人会計基準の運用上の取扱い（局長通知）について－新旧対照表－ 

（令和３年 11 月 12 日厚生労働省社会・援護局長） 
（下線部分は改正部分） 
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改正案 現行 

社会福祉連携推進法人名

（単位：円）

予算(A) 決算(B) 差異(A)-(B) 備考

受取会費収入

社会福祉連携推進業務収入

　（略）

  社会福祉連携推進業務長期貸付金回収収入

　社会福祉連携推進業務賃貸収入

　補助金等収入

介護保険事業収入

　居宅介護料収入

　地域密着型介護料収入

　居宅介護支援介護料収入

　介護予防・日常生活支援総合事業収入

　利用者等利用料収入

　補助金事業収入

　その他の事業収入

　（保険等査定減）

保育事業収入

　施設型給付費収入

　特例施設型給付費収入

　地域型保育給付費収入

　特例地域型保育給付費収入

　乳児等支援給付費収入

　委託費収入

　利用者等利用料収入

　私的契約利用料収入

　補助金事業収益

　その他の事業収入

就労支援事業収入

　○○事業収入

障害福祉サービス等事業収入

　自立支援給付費収入

　利用者負担金収入

　補足給付費収入

　特定費用収入

　補助金事業収入

　その他の事業収入

　（保険等査定減）

退職共済事業収入

　事務費収入

○○事業収入

　○○事業収入

　補助金事業収入

　その他の事業収入

その他の業務収入

借入金利息補助金収入

（略）

その他の収入

　受入研修費収益

　利用者等外給食収入

　（略）

事業活動収入計(１)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

別紙２③

資金収支明細書

（自）令和　年　月　日　（至）令和　年　月　日

勘定科目

社会福祉連携推進法人名

（単位：円）

予算(A) 決算(B) 差異(A)-(B) 備考

受取会費収入

社会福祉連携推進業務収入

　（略）

  社会福祉連携推進業務長期貸付金回収収入

　（新設）

　補助金等収入

（新設）

　（新設）

　（新設）

　（新設）

　（新設）

　（新設）

　（新設）

　（新設）

　（新設）

（新設）

　（新設）

　（新設）

　（新設）

　（新設）

　（新設）

　（新設）

　（新設）

　（新設）

　（新設）

　（新設）

（新設）

　（新設）

（新設）

　（新設）

　（新設）

　（新設）

　（新設）

　（新設）

　（新設）

　（新設）

（新設）

　（新設）

（新設）

　（新設）

　（新設）

　（新設）

（新設）

（新設）

（略）

その他の収入

　（新設）

　（新設）

　（略）

事業活動収入計(１)

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

別紙２③

資金収支明細書

（自）令和　年　月　日　（至）令和　年　月　日

勘定科目

社会福祉連携推進法人会計基準の運用上の取扱い（局長通知）について－新旧対照表－ 

（令和３年 11 月 12 日厚生労働省社会・援護局長） 
（下線部分は改正部分） 
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改正案 現行 

 

（略）

事業費支出

　給食費支出

　介護用品費支出

　医薬品費支出

　診療・療養等材料費支出

　保健衛生費支出

　医療費支出

　被服費支出

　教養娯楽費支出

　日用品費支出

　保育材料費支出

　本人支給金支出

　（略）

　消耗器具備品費支出

　保険料支出

　賃借料支出

　教育指導費支出

　就職支度費支出

　葬祭費支出

　（略）

  社会福祉連携推進業務長期借入金元金償還支出

　社会福祉連携推進業務賃借支出

　○○費支出

　（略）

事務費支出

　（略）

　諸会費支出

　○○費支出

　雑支出

就労支援事業支出

　就労支援事業販売原価支出

　就労支援事業販管費支出

授産事業支出

　○○事業支出

退職共済事業支出

　事務費支出

○○支出

利用者負担軽減額

（略）

その他の支出

　法人税、住民税及び事業税支出

　利用者等外給食費支出

　（略）

事業活動支出計(２)

施設整備等補助金収入

　施設整備等補助金収入

　設備資金借入金元金償還補助金収入

施設整備等寄附金収入

　施設整備等寄附金収入

　設備資金借入金元金償還寄附金収入

（略）

設備整備等収入計(４)

（略）

設備整備等支出計(５)

支
出

　事業活動資金収支差額(３)=(１)－(２)

設
備
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

　設備整備等資金収支差額(６)=(４)－(５)

（略）

事業費支出

　（新設）

　（新設）

　（新設）

　（新設）

　（新設）

　（新設）

　（新設）

　（新設）

　（新設）

　（新設）

　（新設）

　（略）

　消耗器具備品費支出

　（新設）

　賃借料支出

　（新設）

　（新設）

　（新設）

　（略）

  社会福祉連携推進業務長期借入金元金償還支出

　（新設）

　（新設）

　（略）

事務費支出

　（略）

　諸会費支出

　（新設）

　雑支出

（新設）

　（新設）

　（新設）

（新設）

　（新設）

（新設）

　（新設）

（新設）

（新設）

（略）

その他の支出

　法人税、住民税及び事業税支出

　（新設）

　（略）

事業活動支出計(２)

（新設）

　（新設）

　（新設）

（新設）

　（新設）

　（新設）

（略）

設備整備等収入計(４)

（略）

設備整備等支出計(５)

支
出

　設備整備等資金収支差額(６)=(４)－(５)

支
出

　事業活動資金収支差額(３)=(１)－(２)

設
備
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

社会福祉連携推進法人会計基準の運用上の取扱い（局長通知）について－新旧対照表－ 

（令和３年 11 月 12 日厚生労働省社会・援護局長） 
（下線部分は改正部分） 
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改正案 現行 

 

 

別紙２④ （略） 

 

 

別紙２④ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略）

積立資産取崩収入

　○○積立資産取崩収入

その他の財務活動による収入

　退職共済預り金収入

　退職共済事業管理資産取崩収入

　○○収入

その他の活動収入計(７)

（略）

積立資産支出

　○○積立資産支出

その他の財務活動による支出

　退職共済預り金返還支出

　退職共済事業管理資産支出

　○○支出

その他の活動支出計(８)

　×××

△×××

(作成上の留意事項）
・本様式の勘定科目については、必要のないものは省略することができる。ただし追加・修正はできないものとする。

　×××

　当期資金収支差額合計(11)=(３)+(６)+(９)－(10)

　前期末支払資金残高(12)

　当期末支払資金残高(11)＋(12)

（注）予備費支出△×××円は（何）支出に充当使用した額である。

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

　その他の活動資金収支差額(９)=(７)－(８)

　予備費支出(10)
―

（略）

積立資産取崩収入

　（新設）

その他の財務活動による収入

　（新設）

　（新設）

　（新設）

その他の活動収入計(７)

（略）

積立資産支出

　（新設）

その他の財務活動による支出

　（新設）

　（新設）

　（新設）

その他の活動支出計(８)

　×××

△×××

(作成上の留意事項）
・本様式の勘定科目については、必要のないものは省略することができる。ただし追加・修正はできないものとする。

　×××

　当期資金収支差額合計(11)=(３)+(６)+(９)－(10)

　前期末支払資金残高(12)

　当期末支払資金残高(11)＋(12)

（注）予備費支出△×××円は（何）支出に充当使用した額である。

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

　その他の活動資金収支差額(９)=(７)－(８)

　予備費支出(10)
―

社会福祉連携推進法人会計基準の運用上の取扱い（局長通知）について－新旧対照表－ 

（令和３年 11 月 12 日厚生労働省社会・援護局長） 
（下線部分は改正部分） 



16 
 

改正案 現行 

 

別紙２⑤～別紙２⑬ （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙２⑤

社会福祉連携推進法人名

（単位：円）

　　　３．「寄附金額」の「区分小計」欄は損益計算書の勘定科目の金額と整合する

          ものとする。

区分小計

区分小計

区分小計

合計

（注）１．寄附者の属性の内容は、法人の役職員、利用者本人、利用者の家族、

　　　　　取引業者、その他とする。

　　　２．「寄附金額」欄には寄附物品を含めるものとする。「区分欄」には、

　　　　　経常経費寄附金収益の場合は「経常」、長期運営資金借入金

　　　　　元金償還寄附金収益の場合は「運営」、施設整備等寄附金収益の場合は
          「施設」、設備資金借入金元金償還寄附金収益の場合は「償還」、

　　　　　固定資産受贈額の場合は「固定」と、寄附金の種類がわかるように記入
　　　　　すること。

寄附金収益明細書

（自）令和　年　月　日 （至）令和　年　月　日

寄附者の属性
区
分

件数 寄附金額

社会福祉連携推進法人会計基準の運用上の取扱い（局長通知）について－新旧対照表－ 

（令和３年 11 月 12 日厚生労働省社会・援護局長） 
（下線部分は改正部分） 
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改正案 現行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙２⑥

社会福祉連携推進法人名

（単位：円）

区分小計

区分小計

区分小計

合計

（注）１．「区分」欄には、介護保険事業の補助金事業収益の場合は「介護事業」、保育事業の補助金事業収益の場合は「保育事業」、

　　　　　障害福祉サービス等事業の補助金事業収益の場合は「障害事業」、○○事業の補助金事業収益の場合は「○○事業」、

　　　　　社会福祉連携推進業務の補助金等収益の場合は｢連携推進業務｣、借入金利息補助金収益の場合は「利息」、施設整備等補助金収益の場合は「施設」、
　　　　　設備資金借入金元金償還補助金収益の場合は「償還」と補助金の種類がわかるように記入すること。

　　　　　　なお、運用上の留意事項（課長通知）別添「勘定科目説明」において「利用者からの収益も含む」と記載されている場合のみ、

　　　　　「補助金事業に係る利用者からの収益」欄を記入するものとする。

　　　２．「交付金額等合計」の「区分小計」欄は損益計算書の勘定科目の金額と整合するものとする。

補助金事業等収益明細書

（自）令和　年　月　日 （至）令和　年　月　日

交付団体及び交付の目的
区

分
交付金額

補助金事業に係る

利用者からの収益
交付金額等合計

うち国庫補助金等特別積

立金積立額

社会福祉連携推進法人会計基準の運用上の取扱い（局長通知）について－新旧対照表－ 

（令和３年 11 月 12 日厚生労働省社会・援護局長） 
（下線部分は改正部分） 
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改正案 現行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙２⑦

国庫補助金
地方公共団体

補助金

その他の団体

からの補助金

（注）１.

２． 国庫補助金等特別積立金取崩額が、就労支援事業の控除項目に含まれ、損益計算書に表示されない額がある場合に

は、取崩の事由に別掲して計上し、貸借対照表と一致するように作成すること。

当期積立額合計

当

期

取

崩

額

サービス活動費用の控除項目として計上す

る取崩額

特別費用の控除項目として計上する取崩額

○○○○

当期取崩額合計

当期末残高

サービス活動費用の控除項目として計上する取崩額には、国庫補助金等特別積立金の対象となった固定資産の減価

償却相当額等の取崩額を記入し、特別費用の控除項目として計上する取崩額には、国庫補助金等特別積立金の対象

となった固定資産が売却または廃棄された場合の取崩額を記入する（本文６参照）。

前期繰越額

当

期

積

立

額

○○○○

○○○○

○○○○

○○○○

社会福祉連携推進法人名

国庫補助金等特別積立金明細書

（自）令和　年　月　日 （至）令和　年　月　日

区分並びに積立て

及び取崩しの事由

補助金の種類

合計

社会福祉連携推進法人会計基準の運用上の取扱い（局長通知）について－新旧対照表－ 

（令和３年 11 月 12 日厚生労働省社会・援護局長） 
（下線部分は改正部分） 
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改正案 現行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙２⑧

社会福祉法連携推進法人名

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　要

○○積立金

○○積立金

○○積立金

計

（単位：円）

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　要

○○積立資産

○○積立資産

○○積立資産

計

（注）　積立金を計上せずに積立資産を積み立てる場合には、摘要欄にその理由を明記すること。

積立金・積立資産明細書

（自）令和　年　月　日 （至）令和　年　月　日

（単位：円）

社会福祉連携推進法人会計基準の運用上の取扱い（局長通知）について－新旧対照表－ 

（令和３年 11 月 12 日厚生労働省社会・援護局長） 
（下線部分は改正部分） 
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改正案 現行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙２⑨

社会福祉連携推進法人名

(自)令和　年　月　日　(至)令和　年　月　日

（単位：円）

合計 ○○作業 △△作業
就労支援事業収益

就労支援事業活動収益計

就労支援事業販売原価
　期首製品（商品）棚卸高

　当期就労支援事業製造原価
　当期就労支援事業仕入高

合計

　期末製品（商品）棚卸高
差引

就労支援事業販管費

就労支援事業活動費用計

就労支援事業別事業活動明細書

勘定科目
収

益

費
用

就労支援事業活動増減差額

社会福祉連携推進法人会計基準の運用上の取扱い（局長通知）について－新旧対照表－ 

（令和３年 11 月 12 日厚生労働省社会・援護局長） 
（下線部分は改正部分） 
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改正案 現行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙２⑨－2

社会福祉連携推進法人名

（単位：円）

就労支援事業収益

就労支援事業活動収益計

就労支援事業販売原価

　期首製品（商品）棚卸高

　当期就労支援事業製造原価

　当期就労支援事業仕入高

合計

　期末製品（商品）棚卸高

差引

就労支援事業販管費

就労支援事業活動費用計

就労支援事業別事業活動明細書（多機能型事業所等用）

(自)令和　年　月　日　(至)令和　年　月　日

勘定科目

A事業所

合計

就労移行支援 就労継続支援A型 就労継続支援B型

小計
○○
作業

△△
作業

収

益

費

用

就労支援事業活動増減差額

△△
作業

小計
○○
作業

△△
作業

小計
○○
作業

社会福祉連携推進法人会計基準の運用上の取扱い（局長通知）について－新旧対照表－ 

（令和３年 11 月 12 日厚生労働省社会・援護局長） 
（下線部分は改正部分） 
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改正案 現行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙２⑩

社会福祉連携推進法人名

（単位：円）

勘定科目 合計 ○○作業 △△作業

Ⅰ　材料費
　１．期首材料棚卸高

　２．当期材料仕入高

計

　３．期末材料棚卸高
　　　　当期材料費

Ⅱ　労務費

　１．利用者賃金

　２．利用者工賃
　３．就労支援事業指導員等給与

　４．就労支援事業指導員等賞与引当金繰入

　５．就労支援事業指導員等退職給付費用

　６．法定福利費
　　　　当期労務費

Ⅲ　外注加工費

　（うち内部外注加工費）

　　　　当期外注加工費
Ⅳ　経費

　１．福利厚生費

　２．旅費交通費

　３．器具什器費
　４．消耗品費

　５．印刷製本費

　６．水道光熱費

　７．燃料費
　８．修繕費

　９．通信運搬費

　10．会議費

　11．損害保険料
　12．賃借料

　13．図書・教育費

　14．租税公課

　15．減価償却費
　16．国庫補助金等特別積立金取崩額（控除項目）

　17．雑費

　　　当期経費

　　　当期就労支援事業製造総費用
　　　期首仕掛品棚卸高

合計

　　　期末仕掛品棚卸高

当期就労支援事業製造原価

就労支援事業製造原価明細書

(自)令和　年　月　日　(至)令和　年　月　日

社会福祉連携推進法人会計基準の運用上の取扱い（局長通知）について－新旧対照表－ 

（令和３年 11 月 12 日厚生労働省社会・援護局長） 
（下線部分は改正部分） 
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改正案 現行 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙２⑩－2

（単位：円）

就労継続支援B型

○○

作業

△△

作業

社会福祉連携推進法人名

就労支援事業製造原価明細書（多機能型事業所等用）

(自)令和　年　月　日　(至)令和　年　月　日

勘定科目 合計

Ａ事業所

就労移行支援 就労継続支援A型

小計
○○

作業

△△

作業

Ⅰ　材料費

　１．期首材料棚卸高

　２．当期材料仕入高

小計
○○

作業

△△

作業
小計

計

　３．期末材料棚卸高

　　　　当期材料費

Ⅱ　労務費

　１．利用者賃金

　２．利用者工賃

　３．就労支援事業指導員等給与

  ４．就労支援事業指導員等賞与引当金繰入

　５．就労支援事業指導員等退職給付費用

　６．法定福利費

　　　　当期労務費

Ⅲ　外注加工費

　（うち内部外注加工費）

　　　　当期外注加工費

Ⅳ　経費

　１．福利厚生費

　２．旅費交通費

　３．器具什器費

　４．消耗品費

　５．印刷製本費

　６．水道光熱費

　７．燃料費

　８．修繕費

　９．通信運搬費

　10．会議費

　11．損害保険料

　12．賃借料

　13．図書・教育費

　14．租税公課

　15．減価償却費

　　　期末仕掛品棚卸高

当期就労支援事業製造原価

　16．国庫補助金等特別積立金取崩額（控除項目）

　17．雑費

　　　当期経費

　　　当期就労支援事業製造総費用

　　　期首仕掛品棚卸高

合計

社会福祉連携推進法人会計基準の運用上の取扱い（局長通知）について－新旧対照表－ 

（令和３年 11 月 12 日厚生労働省社会・援護局長） 
（下線部分は改正部分） 
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改正案 現行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙２⑪

社会福祉連携推進法人名

勘定科目 合計 ○○作業 △△作業
１．利用者賃金

２．利用者工賃

３．就労支援事業指導員等給与
４．就労支援事業指導員等賞与引当金繰入

５．就労支援事業指導員等退職給付費用

６．法定福利費

７．福利厚生費
８．旅費交通費

９．器具什器費

10．消耗品費
11．印刷製本費

12．水道光熱費

13．燃料費
14．修繕費

15．通信運搬費

16．受注活動費

17．会議費
18．損害保険料

19．賃借料

20．図書・教育費
21．租税公課

22．減価償却費

23．国庫補助金等特別積立金取崩額（控除項目）

24．貸倒引当金繰入額
25. 貸倒損失額

26．雑費

就労支援事業販管費合計

就労支援事業販管費明細書

(自)令和　年　月　日　(至)令和　年　月　日

（単位：円）

社会福祉連携推進法人会計基準の運用上の取扱い（局長通知）について－新旧対照表－ 

（令和３年 11 月 12 日厚生労働省社会・援護局長） 
（下線部分は改正部分） 
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改正案 現行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙２⑪－2

社会福祉連携推進法人名

（単位：円）

１．利用者賃金

２．利用者工賃
３．就労支援事業指導員等給与

４．就労支援事業指導員等賞与引当金繰入

５．就労支援事業指導員等退職給付費用

６．法定福利費

７．福利厚生費
８．旅費交通費

９．器具什器費

10．消耗品費

11．印刷製本費
12．水道光熱費

13．燃料費

14．修繕費

15．通信運搬費

16．受注活動費
17．会議費

18．損害保険料

19．賃借料

20．図書・教育費

21．租税公課
22．減価償却費

23．国庫補助金等特別積立金取崩額（控除項目）

24．貸倒引当金繰入額

25. 貸倒損失額

26．雑費
就労支援事業販管費合計

小計
○○

作業

△△

作業
小計

○○

作業

△△

作業
小計

○○

作業

△△

作業

就労支援事業販管費明細書（多機能型事業所等用）

(自)令和　年　月　日　(至)令和　年　月　日

勘定科目

A事業所

計

就労移行支援 就労継続支援A型 就労継続支援B型

社会福祉連携推進法人会計基準の運用上の取扱い（局長通知）について－新旧対照表－ 

（令和３年 11 月 12 日厚生労働省社会・援護局長） 
（下線部分は改正部分） 
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改正案 現行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙２⑫

社会福祉連携推進法人名

（単位：円）

勘定科目 合計 ○○作業 △△作業

Ⅰ　材料費
  １．期首材料棚卸高
　２．当期材料仕入高
　　　　　　　計
　３．期末材料棚卸高
　　　　当期材料費
Ⅱ　労務費
　１．利用者賃金
　２．利用者工賃
　３．就労支援事業指導員等給与
　４．就労支援事業指導員等賞与引当金繰入
　５．就労支援事業指導員等退職給付費用
　６．法定福利費
　　　　当期労務費
Ⅲ　外注加工費
　（うち内部外注加工費）
　　　　当期外注加工費
Ⅳ　経費
　１．福利厚生費
　２．旅費交通費
　３．器具什器費
　４．消耗品費
　５．印刷製本費
　６．水道光熱費
　７．燃料費
　８．修繕費
　９．通信運搬費
　10．受注活動費
　11．会議費
　12．損害保険料
　13．賃借料
　14．図書・教育費
　15．租税公課
　16．減価償却費
　17．国庫補助金等特別積立金取崩額（控除項目）
　18．貸倒引当金繰入額
　19．貸倒損失額
　20．雑費
    当期経費
　　当期就労支援総事業費
　　期首仕掛品棚卸高
　　　合計
　　期末仕掛品棚卸高
　　　就労支援事業費

就労支援事業明細書

(自)令和　年　月　日　(至)令和　年　月　日

社会福祉連携推進法人会計基準の運用上の取扱い（局長通知）について－新旧対照表－ 

（令和３年 11 月 12 日厚生労働省社会・援護局長） 
（下線部分は改正部分） 
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改正案 現行 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙２⑫－2

社会福祉連携推進法人名

（単位：円）

小計 ○○作業 △△作業 小計 ○○作業 △△作業 小計 ○○作業 △△作業

Ⅰ　材料費
  １．期首材料棚卸高
　２．当期材料仕入高
　　　　　　　計
　３．期末材料棚卸高
　　　　当期材料費
Ⅱ　労務費
　１．利用者賃金
　２．利用者工賃
　３．就労支援事業指導員等給与
　４．就労支援事業指導員等賞与引当金繰入
　５．就労支援事業指導員等退職給付費用
　６．法定福利費
　　　　当期労務費
Ⅲ　外注加工費
　（うち内部外注加工費）
　　　　当期外注加工費
Ⅳ　経費
　１．福利厚生費
　２．旅費交通費
　３．器具什器費
　４．消耗品費
　５．印刷製本費
　６．水道光熱費
　７．燃料費
　８．修繕費
　９．通信運搬費
　10．受注活動費
　11．会議費
　12．損害保険料
　13．賃借料
　14．図書・教育費
　15．租税公課
　16．減価償却費
　17．国庫補助金等特別積立金取崩額（控除項目）

　18．貸倒引当金繰入額
　19．貸倒損失額
　20．雑費
    当期経費
　　当期就労支援総事業費
　　期首仕掛品棚卸高
　　　合計
　　期末仕掛品棚卸高
　　　就労支援事業費

就労支援事業明細書（多機能型事業所等用）

(自)令和　年　月　日　(至)令和　年　月　日

勘定科目 合計

Ａ事業所

就労移行支援 就労継続支援Ａ型 就労継続支援Ｂ型

社会福祉連携推進法人会計基準の運用上の取扱い（局長通知）について－新旧対照表－ 

（令和３年 11 月 12 日厚生労働省社会・援護局長） 
（下線部分は改正部分） 
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改正案 現行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙２⑬
社会福祉連携推進法人名

（単位：円）

勘定科目 合計 ○○作業 △△作業
Ⅰ　材料費
　　当期材料（商品を含む）仕入高
　　材料費計(1)
Ⅱ　労務費
　　　利用者工賃
　　　授産事業指導員等給与
　　　授産事業指導員等賞与引当金繰入
　　　授産事業指導員等退職給付費用
　　　法定福利費
　　労務費計(2)
Ⅲ　外注加工費
　　　外注加工費計(3)
Ⅳ　経費
　　　福利厚生費
　　　旅費交通費
　　　器具什器費
　　　消耗品費
　　　印刷製本費
　　　水道光熱費
　　　燃料費
　　　修繕費
　　　通信運搬費
　　　受注活動費
　　　会議費
　　　損害保険料
　　　賃借料
　　　図書・教育費
　　　租税公課
　　　減価償却費
　　　国庫補助金等特別積立金取崩額（控除項目）
　　　貸倒引当金繰入額
　　　貸倒損失額
　　　○○費
　　　雑費
　　　経費計(4)
Ⅴ　棚卸資産増減額(5)
　　　授産事業費用(6)＝(1)＋(2)＋(3)＋(4)+(5)

授産事業費用明細書

(自)令和　年　月　日　(至)令和　年　月　日

社会福祉連携推進法人会計基準の運用上の取扱い（局長通知）について－新旧対照表－ 

（令和３年 11 月 12 日厚生労働省社会・援護局長） 
（下線部分は改正部分） 
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改正案 現行 

  

社会福祉連携推進法人名

(単位：円)

場所・物量等 使用目的等 金額

(流動資産)

現金 手持保管 運転資金として ×××

預金 普通預金 運転資金として ×××

○○銀行○○支店

×××

(固定資産)

土地 ○○㎡ ×××

○○市○○町○○

建物 ○○㎡ ×××

○○市○○町○○

４階建

第○回利付国債他 ×××

○○積立資産 定期預金 ×××

○年○月以前取得

×××

×××

(流動負債)

事業未払金 ○○に対する未払額 ×××

○○銀行○○支店 運転資金 ×××

×××

(固定負債)

○○銀行○○支店 ×××

退職給付引当金 従業員に対するもの 従業員○○名に対する退職金の支払いに備
えたもの

×××

×××

×××

純資産 ×××

　　うち社会福祉連携推進目的取得財産残額 ×××

　固定負債合計

負債合計

　資産合計

○○業務に供する備品購入の未払い分

短期運営資金借入
金

　流動負債合計

長期運営資金借入
金

○○業務に供する建物を取得するための借
入れ

３～４階部分：社会福祉連携推進目的事業
財産であり、○○業務に使用している。

１～２階部分：△△業務に使用している。

投資有価証券 社会福祉連携推進目的事業財産であり、運
用益を○○業務の財源として使用してい
る。

将来における○○の目的のために積み立て
ている定期預金

　固定資産合計

別紙３

財　産　目　録
(令和＿＿年＿＿月＿＿日　現在)

貸借対照表科目

　流動資産合計

社会福祉連携推進目的事業財産であり、○
○業務に使用している。

社会福祉連携推進法人名

(単位：円)

場所・物量等 使用目的等 金額

(流動資産)

現金 手持保管 運転資金として ×××

預金 普通預金 運転資金として ×××

○○銀行○○支店

×××

(固定資産)

土地 ○○㎡ ×××

○○市○○町○○

建物 ○○㎡ ×××

○○市○○町○○

４階建

第○回利付国債他 ×××

積立資産 定期預金 ×××

○年○月以前取得

×××

×××

(流動負債)

事業未払金 ○○に対する未払額 ×××

○○銀行○○支店 運転資金 ×××

×××

(固定負債)

○○銀行○○支店 ×××

退職給付引当金 従業員に対するもの 従業員○○名に対する退職金の支払いに備
えたもの

×××

×××

×××

純資産 ×××

　　うち社会福祉連携推進目的取得財産残額 ×××

　固定負債合計

負債合計

　資産合計

○○業務に供する備品購入の未払い分

短期運営資金借入
金

　流動負債合計

長期運営資金借入
金

○○業務に供する建物を取得するための借
入れ

３～４階部分：社会福祉連携推進目的事業
財産であり、○○業務に使用している。

１～２階部分：△△業務に使用している。

投資有価証券 社会福祉連携推進目的事業財産であり、運
用益を○○業務の財源として使用してい
る。

社会福祉連携推進目的事業財産であり、○
○業務に供している。

　固定資産合計

別紙３

財　産　目　録
(令和＿＿年＿＿月＿＿日　現在)

貸借対照表科目

　流動資産合計

社会福祉連携推進目的事業財産であり、○
○業務に使用している。

社会福祉連携推進法人会計基準の運用上の取扱い（局長通知）について－新旧対照表－ 

（令和３年 11 月 12 日厚生労働省社会・援護局長） 
（下線部分は改正部分） 


